
１　地方創生推進交付金 ［9事業：観光2事業、労働1事業、移住・交流2事業、産業2事業、農林水産2事業］

実績値（ａ）

目標値（ｂ）

-663人

500人

R3.7.31に
確定予定

100件

12社

20社

199人

20人

275百万円

200百万円

344人

100人

1
埼玉「ちかいなか」交流プロジェクト

【交付額】18,067,011円

H30～
R2年度

移住・交流

埼玉の魅力を効果的に発信し、都区部との地域間交流や農山村体験メニューの充
実により、交流人口の拡大や移住につなげていく。

【主な取組】
　○「住むなら埼玉」移住総合支援の実施
　　　・移住促進プロモーション（１０秒動画＃埼玉物語の制作・公開、ＳＮＳ・ＷＥＢ
         広告の実施、公式ＳＮＳ等による発信等）
　　　・「住むなら埼玉」移住サポートセンターでの移住相談対応、移住セミナー等
         開催
　○都市近郊型ヘルスツーリズムの創出
　　　・クアオルト健康ウオーキングツアーの実施
　　　・ヘルスケアビジネスの創出に向けたワークショップの開催
　　　・指導者に対する研修の開催
　○観光農園経営力向上研修の実施
　○未利用農地の利活用促進

※クアオルトウオーキング：“クアオルト”は、ドイツ語で「健康保養地」の意味。ドイツ
の運動療法である「気候性地形療法®」を用いたウオーキングで、心拍数と体表面
温度を管理することで、無理なく高い運動効果を得ることができる。

圏央道以北地域へ
の転入者の増加数

-132.6%

令和２年度地方創生関係交付金事業

№ 事業
事業
期間

分野 事業内容
重要業績評価指

標（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

　転入者の増加数は、新型コロナウイルス感
染症の影響により、人口移動自体が減少し
たため目標を下回った。
　移住施策は長期的な取組が必要である
が、今後は、これまでの事業実績や新型コロ
ナウイルス感染症の影響を踏まえ、取り組ん
でいく必要がある。県及び圏央道以北

地域の市町村の埼
玉県への移住に係
る相談件数
※増加分

-

検証結果（案）

本事業の支援による
創業件数
※増加分

60.0%

　令和2年度新規参加者については一定の
プロダクト又はサービスを持っている者が多
く、これからまさに起業しようとする方が少な
かった。また、過年度参加者については新型
コロナウイルス感染症の影響により創業を希
望する者が減少した。そのため、創業件数は
目標を下回った。
　それ以外の目標は達成できており、今後は
本事業の参加者に対して継続的に支援して
いくことが重要である。

支援事業を通じた創
業による新規雇用者
数
※増加分

995.0%

支援事業を通じた創
業による売上高
※増加分

137.6%

各種支援プログラム
延べ参加者数
※増加分

344.0%

2

埼玉版未来創造オープンイノベーション
リーダー支援事業

【交付額】15,420,000円

H30～
R2年度

産業

地元プロスポーツチームや先輩起業家等の協力を得て、起業を目指す若者を徹底
支援する。

【主な取組】
　○メンタリングプログラム
　　　・若手起業希望者向けのビジネスアイデアコンテストの実施
　　　・参加者に対する創業に係る研修（事業計画作成、資金調達、プレゼン）の
         実施
　　　・参加者へのメンタリングや参加者同士のネットワーキング支援
　　　・商工団体等支援者向け研修の実施
　○ハンズオン支援
　　　・ビジネスプランの早期事業化のための伴走型支援の実施
　○ビジネスマッチング・実証実験
　　　・特に早期事業化や事業の大きな成長が期待できる起業家に対する支援
　　　・起業家育成に長けた民間事業者を中心に、先輩起業家やサポーター企業
　　　　（金融機関、メディア等）等各分野の専門家による支援チームが資金調達、
　　　　販路開拓等の具体的な支援
　　　・地元プロスポーツチームの協力のもと、実証実験の実施
　○成長機会の提供
　　　・若手起業家が考える新しいスポーツビジネスを国内外に発信するため、過去
　　　　３年間伴走支援を受けた参加者による成果発表会（ピッチイベント）をオンラ
         インで開催。

資料３－２

－ 1 －



実績値（ａ）

目標値（ｂ）

-3.5t/年

35t/年

-81.2kg/年

4000kg/年

163.1ha

140ha

4産地

1産地

266人

100人

0人

58人

1人

4人

13人

30人

27件

100件

№ 事業
事業
期間

分野 事業内容
重要業績評価指標

（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

-10.0%

　民間で新たにてん茶炉を整備する動きが
あったが、新型コロナウイルス感染症の影響
により小売店などが休業し、抹茶を使った食
品や飲料の需要が減少したため整備を断念
した。そのため、てん茶の生産量は目標を達
成できなかった。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響に
より欧州各国の茶を扱う店舗が休業し、各国
からの注文が少なくなったためEUへの狭山
茶の輸出量は目標を達成できなかった。
　今後は、新型コロナウイルス感染症の状況
を踏まえ、増産体制の整備やオンラインによ
る販売など新しい販路開拓が必要である。

検証結果（案）

EUへの狭山茶の輸
出量
※増加分

-2.0%

4
埼玉スマート農業推進プロジェクト

【交付額】5,913,847円

H30～
R2年度

農林水産

AIやドローンなどの先進的技術の活用により農業生産性の飛躍的向上と新規参集
者への熟練技術の伝承を図る。

【主な取組】
　○先進的技術の開発
　　　・ドローンを活用した水稲の生育診断を行う技術の開発
　　　・AIを活用した梨の摘果判断を行うメガネ型デバイスとアプリケーションの開発
　　　・ビッグデータを活用した病害虫発生予察ツールの開発
　○先進的技術の普及
　　　・生産者等を対象としたスマート農業に関する研究成果を周知する研修会の
         開催
　　　・農業大学校における先進的技術に関する研修・授業の実施

3
世界にはばたけ「狭山茶」振興事業

【交付額】7,631,886円

H30～
R2年度

農林水産

本県の気候や茶葉の特徴に合わせた抹茶の製造技術を確立・普及し、国内外の
販路開拓や情報発信を行い、狭山茶の生産拡大と輸出を支援する。

【主な取組】
　○新商品の開発や需要創出を図るための、食品加工業者等と茶生産者の
      マッチング
　○抹茶の品質評価のための機器整備
　○パリで開催されたセボン・ルジャポンでのプロモーションの実施
　○パリ市内の輸入卸業者や茶専門店等との商談の実施
　○ＥＵの需要に応じた商品や残留農薬基準に合致できる栽培支援

てん茶の生産量
※増加分

リモートセンシングに
よる水稲・麦の安定
生産技術活用面積
※増加分

116.5%

　全て目標を上回っており、県内農業におけ
る先進的な技術の開発・普及を図ることがで
きた。

梨の摘果判断メガネ
型デバイス活用産地
数
※増加分

400.0%

スマート農業技術普
及研修会参加者数
※増加分

266.0%

本移住支援事業に
基づく移住就業者数

0.0%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
対象地域において採用活動を停止する中小
企業や起業を延期する者が多かったため、
目標を達成できなかった。
　テレワークによる移住が対象になるなど支
援金の要件が変更されたことから、引き続
き、移住・起業に関心のある人達に制度の周
知を図り、支援していく必要がある。

本移住支援事業に
基づく移住起業者数

25.0%

本起業支援事業に
基づく起業者数

43.3%

マッチングサイトに新
たに掲載された求人
数

27.0%

5

移住就業支援金等補助事業・起業支援
金補助事業

【交付額】16,881,652円

R1～
R6年度

移住・交流

秩父・県北地域等での移住・起業を促進するため、 移住就業等支援金・起業支援
金による支援を実施する。

【主な取組】
（移住就業支援金等補助事業）
　○移住検討者への制度周知
　　・支援金活用促進のためのＷＥＢ広告の実施。
　○企業へのマッチングサイトのＰＲ・求人情報収集
　　・庁内関係課や商工団体・雇用関係団体と連携し、対象地域の企業へ広く周知
　　・企業への個別訪問による求人掲載依頼。
（起業支援金補助事業）
　○創業・ベンチャー支援センター埼玉（(公財)埼玉県産業振興公社）において、
      起業支援金補助事業の審査・交付
　○創業・ベンチャー支援センター埼玉が中心となり、商工会議所・商工会等の
      協力も得ながら起業者への伴走支援を実施。
　　・起業者からの各種相談対応やアドバイスを行うための窓口業務。
　　・起業者へのセミナー開催及び相互ネットワーク形成の支援。
　　・事業計画の相談、進捗状況の確認、経理処理状況の管理・確認。

－ 2 －



実績値（ａ）

目標値（ｂ）

91百万円

1884百万円

5社

5社

75人

40人

7社

5社

19万人

0本

20本

446万円

4,500万円

10件

8件

-1,288,474人

143,289人

500円

900円

44件

5件

事業
事業
期間

分野 事業内容
重要業績評価指標

（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
業績が悪化した企業等があったため、付加
価値増加額は目標を達成できなかった。
　今後は、各企業が計画どおり事業を実施で
きるよう支援していく必要がある。

検証結果（案）

6

鶴ヶ島ジャンクション周辺地域 先端産業
等集積プロジェクト

【交付額】46,776,080円

R1～
R3年度

産業

県農業大学校跡地等を活用し、ＡＩやＩｏＴなどの先端技術を活用する先端産業等の
集積を促進する。

【主な取組】
　○ＡＩ・IoTコンソーシアムの運営
　　・企業、情報産業分野の業界団体、大学・研究機関、金融機関、自治体等で構
      成するＡＩ・IoTコンソーシアムの運営（セミナーや研修会、交流会などの開催）。
　○ＡＩ・IoTプラットフォームの運用
　　・画像認識のＡＩプログラムやこれを活用するための手引書などを搭載したＷｅｂ
      サイトの運用
　○オーダーメイド型ＡＩ・ＩｏＴ研修
　　・製造業を対象に実際の現場の課題を事例としたＡＩ・ＩｏＴ導入の実証実験に
      よる現場責任者等のＡＩ・ＩｏＴ導入・活用のノウハウ習得支援
　○地域経済牽引事業者へのＡＩ・ＩｏＴ等導入支援
　　・「埼玉県鶴ヶ島ジャンクション周辺地域基本計画」に基づく地域経済牽引事業
      のうち、ＡＩ・ＩｏＴ等を活用してバリューチェーンを高度化（高い付加価値を創
      出）し、大きな経済効果をもたらす先進的・モデル的な取組への支援

本事業により支援を
受けた地域経済牽
引事業による付加価
値増加額

本事業によりＡＩ・ＩｏＴ
技術を導入した企業
数

100.0%

本事業で実施する研
修の受講者数

187.5%

本事業によりＡＩシス
テムを開発した企業
数

140.0%

4.8%

№

県外からの年間延
べ宿泊者数

-

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
ツアーの催行中止があったため、DMOが造
成したツアー数、売上額は目標を達成できな
かった。
　今後は、新型コロナウイルス感染症の状況
を見極めながら、これまでの事業実績により
把握した観光客のニーズ及び埼玉県観光の
強みなどを生かしたツアーの造成を図る必要
がある。

ＤＭＯによるツアー
の造成数

0.0%

7

「秩父の酒」を核とした宿泊観光客拡大プ
ロジェクト

【交付額】25,662,039円

R1～
R3年度

観光

日本酒、ワイン、ウイスキーなど５種類の酒を製造する「酒どころ」の強みを生か
し、宿泊観光を活性化する。

【主な取組】
　○「酒」を核とした交流人口の拡大
　　・観光づくり地域法人（ＤＭＯ）である一般社団法人埼玉県物産観光協会を事務
      局とした、県内の全市町村・観光協会が参画する「埼玉みどころ旬感協議会」を
      活用した情報発信の実施。
　　・埼玉の酒を絡めた旅行を中心に、県内の宿泊及び日帰り旅行ツアーを造成。
　○官民連携による「酒どころ秩父」の魅力発信
　　・イベントを行い、一般の観光客に秩父の地酒や料理を提供し秩父の魅力を
       発信
　　・地元の祭りやふるさと祭東京等に出店し、「酒どころ秩父」についてＰＲ
　○秩父産「酒」の商品開発
　　・「地域ものつくりブランド力強化支援事業補助金」により、新製品の開発や商品
　　 パッケージのデザイン、販路開拓支援等を実施（採択者数：5グループ）

8

渋沢栄一翁が主人公となる大河ドラマ・新
一万円札発行を基軸とした深谷・埼玉へ
の誘客プロジェクト

【交付額】17,438,985円

R2～
R6年度

観光

大河ドラマを契機とした深谷市への誘客促進、観光客受入体制の整備、周遊型観
光、消費の拡大の展開と、新一万円札の発行に向けたプロモーション等を実施す
る。

【主な取組】
　○県外をターゲットとした情報発信の実施
　　・JR、地下鉄車内ビジョンへの動画広告掲出や都内を走るバスへのラッピング
      広告掲出による首都圏での広告展開
　　・SA、PAで配布されるフリーペーパーへの広告掲載
　　・経済紙での情報発信
　○大河ドラマ“青天を衝け”関連特別展示会の実施
　○メディア向けファムトリップツアーの実施

ＤＭＯが造成したツ
アーの売上額

9.9%

支援事業を通じた新
商品の開発数

125.0%

観光客１人当たりの
観光消費額（県外か
らの日帰り客）
※増加分

-

観光客１人当たりの
観光消費額（県外か
らの宿泊客）
※増加分

-

本事業による商品開
発支援数

880.0%

深谷市における観光
入込客数
※増加分

-899.2%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
イベントの中止などがあったため、観光入込
客数は目標を達成できなかった。
　今後は、新型コロナウイルス感染症の状況
を見極めながら、首都圏に向けた広告展開
など観光客を呼び込むための施策展開が必
要である。

7月下旬

7月下旬

7月下旬

（暫定値）

－ 3 －



実績値（ａ）

目標値（ｂ）

251件

600件

63件

120件

29件

50件

9
プロフェッショナル人材戦略拠点事業

【交付額】28,047,000円

R2～
R4年度

労働

№ 事業
事業
期間

分野
重要業績評価指標

（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

検証結果（案）事業内容

県内中堅・中小企業の「攻めの経営」への転換を後押しするため、埼玉県プロ
フェッショナル人材戦略拠点を運営し、企業の経営革新に資するプロフェッショナル
人材とのマッチングの支援等を実施する。地元金融機関との連携強化、副業・兼業
の活用に対する地域企業の理解促進に取り組む。

【主な取組】
　○企業訪問等によって個別相談を実施し、経営者の経営意識を高めるとともに
      具体的な人材活用のアドバイスを行う。
　○民間人材紹介事業者を活用し、県内中堅・中小企業と人材のマッチングを
      実施する。
　○地域金融機関、民間人材紹介事業者等を構成員とする協議会を開催する。

※プロフェッショナル人材：新たな商品・サービスの開発、その販売の開拓や、
   個々のサービスの生産性向上などの取組を通じて地域企業の成長戦略を
   具現化していく人材。

県内中堅・中小企業
の相談件数
※増加分

41.8%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
企業業績の低下や企業へのアプローチが十
分にできなかったため、目標を達成すること
ができなかった。
　今後は、新型コロナウイルス感染症の状況
を見極めながら、企業へのアプローチを行う
とともに、金融機関との連携を強化していく必
要がある。

プロフェッショナル人
材のマッチング件数
※増加分

52.5%

地域金融機関から
の求人ニーズ持込
み件数
※増加分

58.0%

－ 4 －



２　地方創生拠点整備交付金 ［12事業：観光2事業、農林水産8事業、産業2事業］

実績値（ａ）

目標値（ｂ）

-1,701人

6,128人

2,701時間

6,000時間

-3.5t/年

35t/年

20戸

20戸

№ 事業
事業
期間

分野 事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
新規受付の停止や利用のキャンセルなどが
あったため、目標を達成できなかった。
　今後は、感染防止対策を講じた上で、効果
的なPR活動を行うなど、利用者増につなが
る取組が必要である。

1
食と農の拠点づくり事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

観光

埼玉県農林業を活性化するため、県農林公園を「食と農の拠点」として、県内のブ
ランド農産物や６次産業化商品の販売・情報発信拠点を整備する。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○農産物直売所、野菜・果樹体験農園、木育ひろば等の整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
  ○いきいき農業大学（そば作り・行田在来大豆作り）の開催
　○木育ひろばを活用した木育体験講座の開催
　○農産物直売所において、埼玉県農業大学校有機農業専業コースで栽培された
　　 有機ＪＡＳ認証取得農産物の取扱いを開始

2

先端関連製品等実証フィールド
整備事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

産業

医療、ロボットや航空・宇宙など先端産業分野を育成するため、県産業技術総合セ
ンター内に製品・試作品の実証試験室を整備し、中小企業への技術支援を実施す
る。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○人工的に様々な環境条件を作る実証フィールド（人工気候室等）の整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○先端産業関連の製品開発に向けた地域企業への技術支援
　　・実証フィールドを活用した様々な環境試験の提供
　○セミナー等での紹介、HPによる本事業の周知

試作品等の実証試
験に係る機器開放
利用時間

45.0%

てん茶生産量
※増加分

-10.0%

　民間で新たにてん茶炉を整備する動きが
あったが、新型コロナウイルス感染症の影響
により小売店などが休業し、抹茶を使った食
品や飲料の需要が減少したため整備を断念
した。そのため、てん茶の生産量は目標を達
成できなかった。
　今後は、新型コロナウイルス感染症の状況
を踏まえながら、増産体制の整備を図る必要
がある。

達成率
（ａ／ｂ）

検証結果（案）
重要業績評価指標

（KPI)

農林公園利用者数
※増加分

-27.8%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
研修室等の供用や体験学習を中止したた
め、利用者数は目標を達成できなかった。
　今後は、感染防止対策を講じた上で、体験
学習などを適切に実施する必要がある。

4
埼玉型先端養殖施設整備事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

農林水産

埼玉観賞魚の優位性を高めるため、県水産研究所に高品質の品種を作出・育成
する施設を整備し、飼育技術の開発・普及を行う。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○魚養殖施設の整備、先端養殖技術の開発
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○耐病型観賞魚に関する研究開発
　　　・耐病型キンギョの作出
　　　・県内生産者による耐病型キンギョの飼育試験
  ○全雌ホンモロコ早期成熟試験

拠点施設で開発した
技術の導入戸数
※増加分

100.0%

3
さいた抹茶振興モデル事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

農林水産

抹茶生産に取り組む生産者を支援するため、県茶業研究所に抹茶製造設備を整
備し、試験研究や技術普及を行うとともに、狭山抹茶をPRし、需要の拡大を図る。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○抹茶製造設備等の整備、試験研究・技術普及活動の実施、狭山抹茶の消費
PR
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○スペクトルカメラを用いた茶葉の評価
　○食品加工業者等と茶生産者の交流会実施
　○抹茶被覆資材導入の補助

　目標は達成しており、耐病型キンギョの作
出に成功するなど、埼玉観賞魚の優位性を
高めることに貢献している。
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実績値（ａ）

目標値（ｂ）

4,297千円

4,500千円

2,682人

2,000人

3,033本/年

3,000本/年

15戸/年

30戸/年

-31,437人

3,500人

60,000千円

268,800千円

№ 事業
事業
期間

分野 事業内容
重要業績評価指標

（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

6

豚の極少量精液による
夏季受精率向上技術確立のため
の施設整備事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

農林水産

検証結果（案）

5

農業大学校による直売所を活用
した地域経済活性化事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H28～
R2年度

農林水産

県農業大学校内に農産物直売等施設を整備し、農業大学校産の農産物や近隣の
６次産品を販売することにより地域活性化を図る。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○農産物直売所の整備、販売計画・地域活性化戦略の作成
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○農産物販売・施設に関するＰＲ（HP、チラシ、イベントでの農業大学校加工品
      販売）
　○学生が主体となった販売イベントの実施

農産物直売所等施
設の農業生産物売
上げ

95.5%

優良な雄豚の精子を長期保存し、人工授精により夏季の受胎率を高める技術を確
立するため、県農業技術研究センターの設備を整備し、農家への普及を進める。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○実験施設の改修、凍結保存精液の作成・普及
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○凍結精液量産のための技術開発
　○凍結精液を利用した人工授精技術の普及・定着
　○優良凍結精液の確保と供給体制の整備

優良精子の長期保
存数（供給可能数）

101.1% 　令和元年度に県内で豚熱が発生して以
降、県内農家との間でウイルスの拡散の恐
れのある人的・物的な直接のやり取りを中止
しているため、利用農家数の目標は達成でき
なかった。
　今後は、豚熱の終息後、速やかに事業を実
施できるよう準備する必要がある。長期保存精子の利

用農家数
50.0%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
臨時休業等があったため農業生産物の売上
げは目標をやや下回った。
　しかし、来客者数は目標を達成しており、販
売実習を行う学生と来客者との交流が促進
され、地域の活性化が図られている。農産物直売等施設

の来客者数
134.1%

8
収益力の高い種苗研究施設整備

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H29～
R3年度

農林水産

県寄居林業事務所に優良樹種の増殖技術、低コスト造林技術、カエデ樹液製品開
発等の施設を整備し、中山間地の活性化を図る。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○優良種苗生産のための温室等の整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
  ○苗木生産希望者への普及指導、技術支援
　○カエデ優良個体のクローン増殖及び苗木生産
　○スギコンテナ苗木の育苗試験及び少花粉・高初期成長のスギ第2世代精英樹
     候補個体のさし木増殖

県産木材の生産拡
大による林業・木材
産業の収益向上
※増加分

22.3%

彩の国ふれあい牧
場のモーモーハウス
入館者数
※増加分

-898.2%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
休館したため、入館者数は目標を達成できな
かった。
　今後は、イベント情報の発信を強化するな
ど入館者を増やす取組が必要である。

7

秩父高原牧場の交流施設整備に
よる地域活性化事業

【交付額】施設整備はH29年度に完了

H29～
R3年度

観光

畜産に対する県民の理解を深め、地域の活性化を図るため、県秩父高原牧場の
来場者受入れ施設を整備し、地元市町村の観光施設等への誘客につなげる。

【施設整備等の内容（H29年度）】
　○県産農産物直売所・休憩所・ヒツジ舎の整備、ヤギ舎・展示施設の改修
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○県民の日牧場祭り開催
　○農産物展示直売所における生産者自身による県産ブランド畜産物等販売

　令和元年東日本台風の影響がまだ残って
おり、県産木材の生産、搬出が減少している
ため目標を達成できなかった。
　今後は、令和元年東日本台風の被害の早
期復旧を図り、県産木材の生産拡大を図る
必要がある。
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実績値（ａ）

目標値（ｂ）

-486時間

200時間

-24社・団体

10社・団体

8千株/年

5千株/年

3千株/年

3千株/年

0店舗

3店舗

1件

5件

-

-

-

-

№ 事業
事業
期間

分野 事業内容
重要業績評価指標

（KPI)
達成率
（ａ／ｂ）

検証結果（案）

県種苗センターに高度技術を導入したいちご優良苗生産施設を整備し、県内生産
者へ優良な種苗を安定的に供給することで、生産性向上を図る。

【施設整備等の内容（H30年度）】
　○複合環境制御装置・LED補光装置・地中熱利用ヒートポンプ冷暖房機等を
     備えた温室の整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○いちご優良苗の生産、販売
　○県育成新品種（あまりん、かおりん）の生産、販売開始
　○GLOBAL G.A.Pの認証取得（認証品目にいちご苗を含む）

いちごの優良苗販売
数量
※増加分

160.0%

9

ロボット・IoT・AI関連機器等開発環境の整
備による中小製造業の生産性向上支援
事業

【交付額】施設整備はH30年度に完了

H30～
R4年度

産業

ロボットやIoT、AI関連機器等の製品開発を支援するため、県産業技術総合セン
ター内に試作品や製品の信頼性を評価・実証するためのフィールドを整備し、中小
製造業の生産性向上を図る。

【施設整備等の内容（H30年度）】
　○電磁波測定試験フィールドの整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○ロボット・IoT・AI関連の製品開発に向けた地域企業への技術支援
　　　・試験フィールドを活用した様々な電磁波測定試験等の提供
　○セミナー等での紹介、HPによる本事業の周知

10

埼玉園芸農業の生産性を向上するいちご
優良苗高度生産施設整備事業

【交付額】施設整備はH30年度に完了

H30～
R4年度

農林水産

　優良種苗の販売数量、県育成新品種販売
数量ともに目標を達成できている。
　県内生産者へ優良な苗を供給できており、
生産性の向上に貢献している。県育成新品種（かお

りん、あまりん）販売
数量
※増加分

100.0%

整備した施設を利用
する企業・団体数
※増加分

-240.0%

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
新規受付の停止や換気、消毒をするため1日
の利用時間を短くしたため目標を達成できな
かった。
　今後は、感染防止対策を講じた上で、効果
的なPR活動を行うなど、利用者増につなが
る取組が必要である。

企業が開発した製品
の測定試験に係る
依頼試験および機器
開放利用時間
※増加分

-243.0%

新たに開発された
「第3のみつ」関連商
品の取扱店舗数
※増加分

0.0%

　第3のみつの機能性成分を増やすことはで
きているが、十分な採取蜜量を確保するには
至らなかったため目標を達成できなかった。
　今後は、引き続き研究開発を進めるととも
に、積極的に広報することが必要である。「第3のみつ」に関す

るメディア等掲載件
数
※増加分

20.0%

11

「第3のみつ（機能性はちみつ）」の生産性
向上による地域経済活性化事業

【交付額】施設整備はR1年度に完了

H30～
R4年度

農林水産

県立秩父農工科学高等学校に温室を整備し、年間を通じて安定的に機能性成分
含有量の高い蜜源となる果実等の生産を行うことで、地域オリジナルの付加価値
の高い「第3のみつ」の製造技術を確立し、地元養蜂家等の収益力向上を図る。

【施設整備等の内容（R1年度）】
　○果実等栽培のための温室の整備、機能性成分分析システム（液体クロマト
     グラフ）の整備
【施設整備後の主な取組（R2年度）】
　○トマト、イチゴの試験栽培及びブドウ苗木の定植
　○トマトの機能性成分を含ませた「第３のみつ」の製造

川越総合高校の農
畜産物及び加工食
品の販売額

-

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
多少の工事の遅れがあったが、温室や鶏舎
の整備が完了し、メロン・タマシャモを用いた
商品開発を推進する体制が整った。メロン加工食品及び

タマシャモを使った
新メニューの開発件
数

-

12

農産物の高付加価値化とブランド商品創
作による「稼げる農畜産業」モデル構築拠
点整備事業

【交付額】56,425,000円

R2～
R6年度

農林水産

県立川越総合高校にメロン栽培用温室とタマシャモ飼育用鶏舎を整備し、栽培・飼
育技術のスマート化とメロン・タマシャモを用いた商品開発を推進することで、地域
の稼ぐ力の向上と新規就農者の増加を図る。

【施設整備等の内容（R2年度）】
　○メロン栽培用温室の整備
　○タマシャモ飼育用鶏舎の整備
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